
横手市告示第７１号 

横手市三世代同居等促進住まい支援事業補助金交付要綱を次のように定める。 

 

平成２８年４月１日 

横手市長 髙 橋   大 

 

   横手市三世代同居等促進住まい支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、三世代家族の形成及び市への定住を促進するため、親、

子及び孫が三世代で同居し、又は近隣に居住するための住宅の新築、増改築、

リフォーム又は購入に要する経費に対する補助金（以下「補助金」という。）

の交付に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

（１） 子 親の１親等の卑属又はその配偶者 

（２） 孫 子の１親等の卑属であって、補助金の交付を申請する日におい

て１５歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者（胎児を含

む。） 



（３） 三世代同居 親、子及び孫が同居すること。 

（４） 三世代近居 親又は子が孫と同居している場合であって、親又は子

が当該子又は親と市内において直線距離で２キロメートル以内に現に居住

していること、又は平成２８年４月１日以後に市外から転入する親又は子

が既に市内に居住している当該子又は親が属する地区会議の区域に居住す

ること。 

 （５） 増改築 既存の住宅を増築し、減築し、又は既存の住宅の全部若し

くは一部を解体し、造り替えること。 

（６） リフォーム 住宅の機能又は性能を維持し、及び向上させるため、

住宅又は住宅の一部の修繕、模様替え等を行うこと。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる者は、市内において居住する目的で、新たに

三世代同居又は三世代近居するため、住宅を新築し、増改築し、リフォーム

し、又は購入する者であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１） 親又は子のいずれかが継続して１年以上市内に居住し、かつ、市の

住民基本台帳に記録されていること。 

（２） 交付すべき補助金の額の確定のあった日から継続して市に３年以上

三世代同居又は三世代近居を予定する者であること。 

（３） この告示による補助金の交付を受けたことがないこと。 

（４） 三世代同居又は三世代近居する世帯全員が市税を滞納していないこ



と。 

 （補助対象住宅） 

第４条 補助金の交付対象となる住宅は、市内にある住宅であって、親又は子

が所有し、自己の居住の用に供するための住宅であって、次の各号のいずれ

かに該当するものをいう。 

 （１） 一戸建て住宅（同一敷地内の別棟を含む。） 

 （２） 併用部分が住宅の延べ床面積の２分の１未満である併用住宅 

 （３） マンション等の共同住宅（２以上の区分所有者（建物の区分所有等

に関する法律（昭和３７年法律第６９号。以下「区分所有法」という。）

第２条第２項の区分所有者をいう。）が居住する建物をいう。）であって

人の居住の用に供する専有部分（区分所有法第２条第３項の専有部分をい

う。） 

（４） 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３章並びに建築基準法

（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項、第６条の２第１項及び同法

第３章の規定に違反していない住宅 

 （補助対象工事） 

第５条 補助金の交付対象となる工事は、新築、増改築、リフォームに係る工

事（第７条第１号において「建築工事」という。）であって、補助金の交付

申請後に工事に着手し、第１４条の完了実績報告書を同条に規定する期限ま

でに提出できるものとする。この場合において、リフォームに係る工事にあ



っては、市税を滞納していない市内に事業所を有する建設業者又は市に住民

登録をしている個人と工事請負契約を締結するものに限る。 

 （補助対象外工事） 

第６条 次に掲げる工事に要する費用については、補助金の交付対象としない。 

 （１） 門、塀等外構整備のみの工事 

 （２） 公共工事の施行に伴う補償費の対象となる工事 

 （３） 市の他の補助制度を利用する場合において、その制度の対象となる

工事及び工事費用 

（４） 前３号に掲げるもののほか、市長が不適当と認めた工事 

（補助対象経費） 

第７条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

三世代同居又は三世代近居住宅の新築、増改築、リフォーム又は購入（以下

「住宅取得等」という。）に係る費用であって、次の各号のいずれかに該当

するものとする。 

 （１） 建築工事に係る請負契約の金額（消費税及び地方消費税を含む。）

から前条に掲げる工事に要する費用を減じた額が１００万円以上であるも

の 

 （２） 住宅購入に係る売買契約の金額（消費税及び地方消費税を含む。）

が１００万円以上であるもの 

（補助金の額） 



第８条 補助金の額は、補助対象経費の３分の１の額とし、次の表に掲げる区

分に応じ、同表に掲げる額を限度とする。この場合において、１，０００円

未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

区分 三世代同居 三世代近居 

新築・全部改築・住宅購入 ８０万円 ４０万円 

増築・減築・一部改築・リフォーム ３０万円 １５万円 

（補助金の交付申請） 

第９条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、横

手市三世代同居等促進住まい支援事業補助金交付申請書に次に掲げる書類を

添えて、住宅を新築し、増改築し、又はリフォームする場合にあっては工事

に着工する前、住宅を購入する場合にあっては契約を締結する前に、市長に

提出しなければならない。 

（１） 世帯調査書 

（２） 誓約書兼同意書 

（３） 三世代同居又は三世代近居する住宅の位置図 

（４） 住宅取得等の概要を示す書類 

（５） 平面図、立面図等住宅及び施工箇所の工事着手前の内容が確認でき

る書類 

（６） 住宅取得等に係る見積書又は契約書案の写し 

（７） 母子手帳の写し（子が出産予定の場合に限る。） 



（８） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めた書類 

（補助金の交付決定） 

第１０条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

適当と認めたときは、補助金の交付を決定し、申請者に通知するものとする。 

（補助金の交付方法） 

第１１条 第８条に規定する補助金は、その額に相当する額面の全部又は一部

を横手市共通商品券をもって交付することができる。 

（補助金交付申請の辞退及び取下げ） 

第１２条 申請者は、第１０条の通知を受けた場合において、当該通知に係る

補助金の交付の決定内容又はこれに付された条件に不服があるときは、当該

通知を受理した日から１０日以内に申請を辞退することができる。 

２ 前項の規定に基づき辞退し、又は自己都合により申請を取り下げるときは、

補助金交付申請辞退（取下げ）届を市長に提出しなければならない。 

 （補助金の変更交付申請） 

第１３条 申請者は、工事の内容を変更しようとするときは、速やかに補助金

変更交付申請書に次に掲げる書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

（１） 住宅取得等の概要を示す書類 

（２） 住宅取得等に係る変更後の見積書の写し又は契約書の写し 

（３） 変更部分に係る住宅及び施工箇所の工事着手前の内容が確認できる

書類 



（４） 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めた書類 

（事業完了実績報告） 

第１４条 申請者は、補助金の交付決定を受けた工事が完了し、当該住宅に三

世代同居又は三世代近居をしたときは、第１０条の交付決定のあった日の属

する年度の２月末日までに完了実績報告書に次に掲げる書類を添えて、市長

に提出しなければならない。 

（１） 住宅取得等に係る契約書及び請求書の写し 

（２） 建物の登記事項証明書 

（３） 補助金の交付対象となった住宅及び施工箇所の工事完了後の内容が

確認できる書類 

（４） 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めた書類 

２ 前項の場合において、三世代同居又は三世代近居する世帯の構成員が次の

各号のいずれかに該当し、第３条に定める補助対象者の要件を欠いたときは、

その理由を証する書面を添えて完了実績報告書を提出するものとする。 

（１） 死亡したとき。 

（２） 病院等に入院したとき。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、構成員の責めによらない事由により要

件を欠いたとき。 

（補助金額の確定等） 

第１５条 市長は、申請者から前条の完了実績報告書の提出があったときは、



書類を審査し、必要に応じて現地調査等を行い、補助金交付の決定内容及び

これに付した条件に適合するものであるかどうか確認し、交付すべき補助金

の額を確定し、申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による確認をする場合において、申請者に対し、必要

な報告を求めることができる。 

（補助金の請求及び交付） 

第１６条 申請者は、前条第１項の規定による通知を受けたときは、補助金交

付請求書を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の請求があったときは、補助金を交付するものとする。 

（補助金の交付決定の取消し及び返還） 

第１７条 市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは補助金交付

の決定の全部又は一部を取り消し、既に補助金が交付されているときは期限

を定めて返還を命ずることができるものとする。 

（１） 虚偽の申請その他不正な行為により補助金の交付を受けたと認めら

れたとき。 

（２） 補助金の交付条件に従わなかったとき。 

（３）  補助金の額の確定のあった日から３年を経過する前に三世代同居又

は三世代近居を解消したとき。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、市長が不適当と認めたとき。 

（その他） 



第１８条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

（交付申請の特例） 

２ 第９条の規定にかかわらず、平成２８年度分の補助金の交付申請にあって

は、住宅取得等に係る契約（契約日が平成２８年４月１日以後のものに限る。）

を締結した後に申請書等を提出することができる。 

附 則（平成３１年３月７日告示第１４号） 

この告示は、平成３１年４月１日から施行する。 

 


